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廿日市市外出機会の削減要請等の

影響を受けた中小事業者応援金

申 請 手 引
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１ 応援金の概要

（１）目的

広島県の集中対策に基づく外出機会の削減要請等※の影響により、売上が減少した廿日市

市内の中小事業者に対して、市が応援金を支給し、事業継続を支援します。

（２）対象者（支給要件）

中小企業法第２条に定める中小企業者等で、次のすべての要件を満たすもの

市内の法人または個人であって、次のすべてに該当する者

① 廿日市市内に本社がある法人、または市内に住民登録がある個人事業主

② 中小企業基本法で定義する中小企業であること（個人事業主を含む）

※詳しくはQ＆Aの１４ページを確認してください

③ 令和２年１２月～令和３年２月のいずれかの月の売上が対前年同月比３０％以上減少して

いること。（新規創業者の売上比較方法はＱ＆Ａをご覧ください）

④ 代表者、役員及び従業員が「廿日市市暴力団排除条例」に規定する暴力団、暴力団員等及

び暴力団関係者でないこと

⑤ 市又は市から委託された者が事前通告なしに行う訪問調査に協力すること。

⑥ 今後も事業を継続する意思があること

⑦ 広島県の「新型コロナウイルス感染症拡大防止協力支援事業」、「頑張る飲食事業者応援事

業」又は「頑張る飲食店納入事業者応援事業」の対象事業者でないこと。ただし、納入事

業者応援金等の対象事業者は、最寄りの商工会議所や商工会に相談してください。

⑧ 広島県の「新型コロナウイルス感染症対策取組宣言店」に登録するなど、感染予防対策を

とっていること

⑨ アンケート調査に協力すること

⑩ 公序良俗に反する事業を行う者でないこと

（３）支給額

１事業者当たり３０万円

※広島県の集中対策に基づく外出機会の削減要請等とは【事例】

・人と人との接触機会の低減（外出の削減、職場への出勤等）

・感染防止対策の強化（家庭内や職場内における感染防止対策の強化）

・他地域への移動（広島市や緊急事態宣言地域への往来自粛等）

・イベント等の開催制限

・イベント等の開催要件の厳格化
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２ 申請手続き等

（１）申請書類

※『新しい生活様式の普及協力応援金（１事業者あたり１０万円）』を受け取っている事業者に

ついては、以下の書類の提出は不要です。

必要な資料の項目 具体的な内容

ア）廿日市市外出機会の削減要請等の影響を受けた中

小事業者応援金申請書兼請求書

詳細は７ページをご確認ください

イ）誓約書及び同意書（添付書類①） 詳細は１１ページをご確認ください

ウ）売上等が分かる書類 （添付書類②） 詳細は１２ページをご確認ください

エ）法人登記簿謄本の写し（申請者が法人の場合）

または

本人確認書類の写し（申請者が個人の場合）

（添付書類③）

（本人確認書類の例）※申請者が個人の場合

運転免許証、パスポート、マイナンバーカー

ド、保険証など

オ）振込先口座の通帳の写し （添付書類④） 通帳の表紙ではなく、表紙をめくった次のペ

ージ（金融機関コード、店番、口座番号、カ

タカナ表記の口座名義名が刻印されているペ

ージ）の写しを添付してください。

【ネットバンキングで通帳がない場合】

振込先口座を確認できる各銀行のホームペー

ジ画面

・振込先の口座名義は、申請者本人の名義に

限ります。（法人の場合は当該法人名義）

・日本国内の口座に限ります。

カ）市内事業者への新型コロナウイルス感染症の影響

アンケート調査（別紙）

必要な資料の項目 具体的な内容

キ）「新型コロナウイルス感染症対策取り組み宣言店」

の宣言書の写し（添付書類⑤）

「宣言店」であると回答した事業者のみ

ク）新型コロナウイルス感染症拡大防止の取り組みを

していることが確認できる書類 （添付書類⑥）

内訳が分かる領収書の写し、対策状況の写真

など

ケ）事業概要書、営業許可書（添付書類⑦）

※営業許可書は必要な業種のみ

市内の商工会議所または商工会の会員である

場合は省略可
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（２）申請受付期間

令和３年５月１０日（月）から令和３年６月３０日（水）まで（消印有効）

※予算の上限に達した場合には、上記の期間中でも事業を終了することがあります。

（３）申請方法及び問合せ先

申請方法は、①郵送または②窓口での申請となります。

なお、郵送先および受付窓口は下記のとおりです。

また、申請に関すること、書き方等の相談は予約制ですので事前にご連絡ください。

≪その他の注意事項≫

・窓口での申請や問合せは９時から１７時までにお願いします（土・日・祝は除く）

・申請書類がすべて確認できなければ、支給のための審査ができません。提出前に書類が揃

っているかご確認をお願いします。

・提出された申請等に不備があった場合、事務局から申請者に連絡します。指定する期限ま

でに申請等が再度行われなかった場合は、申請者が応援金の支給を受けることを辞退した

ものとみなします。

・申請書には必ず、日中（9時～17時）に対応可能な連絡先の記入をお願いします。なお、

軽易な不備については、申請者の了解を得て修正することがあります。

・審査後は、申請書類を一切返却いたしませんので、ご注意ください。

■廿日市商工会議所

〒７３８－００１５ 廿日市市本町５－１ 電話 ２０－００２１ FAX ２０－００２２

■佐伯商工会

〒７３８－０２２２ 廿日市市津田１９６３－３ 電話 ７２－０６９０ FAX ４０－１０１０

■大野町商工会

〒７３９－０４３４ 廿日市市大野１－１－２７ 電話 ５５－３１１１ FAX ５４－１８８２

■宮島町商工会

〒７３９－０５５３ 廿日市市宮島町５２７－１ 電話 ４４－２８２８ FAX ４４－２８２９

【申請・問い合わせ先】 新型コロナウイルス感染症対策産業振興実行委員会

【会議所等の会員の方】 所属する商工会議所又は商工会へ申請してください

【会議所等の会員以外の方】 最寄りの商工会議所又は商工会へ申請してください
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３ 応援金の支給

・申請書類を受理した後、その内容を審査のうえ、適正と認められるときは支給決定の通知

を送付後に申請いただいた口座へ振り込みます。

・応援金の支給対象とならないと判断した場合は、不交付決定通知書を送付します。

・審査状況によっては交付決定が遅れる場合がありますのであらかじめご了承ください。

・応援金は予算の範囲内で支給します。

４ 支給決定の取消し及び応援金の返還

応援金支給後、支給要件に該当しない事実や申請書類の内容に虚偽や不正等が発覚した場

合等は、応援金の支給決定を取消し、事務局の指定する期日までに全額返金いただきます。

その際、悪質と判断したときは、返還の対象となる応援金と同額の違約金の納付を併せて求

める場合があります。

５ 調査等への協力

応援金の適正な支出のため、必要に応じて申請者に対し、調査、報告、是正その他必要な

措置を求めることがあります。その場合、申請者はこれに応じる必要があります。

６ その他

・申請書類に記載された情報を国、広島県、警察本部、税務機関に提供することがあります。

・ご提出いただいた申請書類に記載された情報は、本応援金の審査・支給に関する事務に限

り使用し、同意事項及び誓約事項を除き、他の目的には使用しません。
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申請書類について

１ 申請書
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【注意】
提出する申請書の控えを１部お手元に保管していただくようお願いします。
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２ 誓約書及び同意書

必ず自署していただくようお願いします。

①事業所住所

法人の場合は会社の所在地を、個人事

業主の場合は代表者の住所を記入してく

ださい。

③代表者氏名・氏名

個人事業主の場合は、「個人事業主名」

を記入してください。
【注意】

ゴム印等は使用せず、必ず自署してください。

②事業者名称（屋号）

法人の場合は「法人名」を、個人事業主

の場合は「店舗名」を記入してください。
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3 売上等が分かる書類

次の①と②または①と③の資料を提出してください。

法 人

「直近の確定申告書（別表１）」と「直近の法人概況説明書（両面）の写し」

〈①の書類に、選択した対象月の売上が記載されている場合〉

「①の前年度の法人概況説明書（両面）」

〈①の書類に、選択した対象月の売上が記載されていない場合〉

対象月の売上がわかる資料（売上台帳の写し）

※法人設立後、決算期を迎えていない場合は、確定申告書の代わりに「法人設立設置届出書（写し）」

をご提出ください。

※「直近の確定申告書（別表１）」は税務署に提出したものです。

個人事業主

「令和２年分の確定申告書」＋以下のＡかＢいずれかの書類

Ａ、所得税青色申告決算書（青色申告の方）

Ｂ、収支内訳書（白色申告の方）

〈令和２年１２月を対象月として選択した場合〉

「令和元年度分の確定申告書」＋以下のＡかＢいずれかの書類

Ａ、所得税青色申告決算書（青色申告の方）

Ｂ、収支内訳書（白色申告の方）

＋

＋
①

②

③

②
ま
た
は
③
の
い
ず
れ
か

〈令和３年１月または２月を対象月として選択した場合〉

③対象月の売上がわかる書類（売上台帳の写し）

※①、②が提出できない場合は、「開業届」及び「事業計画書」をご提出ください。

③

②

①

②
ま
た
は
③
の
い
ず
れ
か
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廿日市市外出機会の削減要請等の影響を受けた中小事業者応援事業

Ｑ＆Ａ （令和３年４月１５日時点）

※最新版はホームページ（今こそ廿日市）をご覧ください。

【申請者について】

質問（Q） 回答（Ａ）

１ 「新型コロナウイルス感染症拡大防止協力

支援事業」、「頑張る飲食店応援金」、「広島県

頑張る飲食店納入事業者応援金」の対象事業

者でなければ、業種に関係なく今回の応援金

は受け取れますか。

今回の応援金は、広島県の集中対策に基づ

く外出機会の削減要請等の影響を受けた事業

者を対象とするため、「運輸業」「小売業」「宿

泊業」「生活関連サービス、娯楽業」「学習支援

業」「その他サービス業」などの事業者が対象

になると考えています。ただし、納入事業者

応援事業等の対象事業者は、最寄りの商工会

議所や商工会に相談してください。

２ 一つの会社の中に、宿泊部門と土産物部門

があり、それぞれ事務所があります。事務所

ごとに申請できますか。

申請は事業者単位となっています。複数の

事務所があったとしても、申請は一度だけで

す。

３ 飲食業と小売業を経営しています。小売業

として、この応援金を申請できますか。

飲食店を経営している場合は、広島県が実

施した「頑張る飲食店応援金」の対象となる

ため、今回の応援金は受け取れません。ただ

し、宅配専門店など、「頑張る飲食店応援金」

の対象外となる飲食業と、小売業を経営して

いる場合は、申請することができます。

４ 飲食業と小売業を経営しています。広島県

感染拡大防止協力応援金や、頑張る飲食店応

援金の受給資格がありましたが、申請を忘れ

ていました。この応援金を受け取ることはで

きますか。

申請漏れの場合であっても、この応援金を

受け取ることはできません。

５ 飲食業と小売業を経営しています。営業時

間短縮等要請の対象店舗でしたが、事情があ

り要請に応じなかったため、協力応援金を受

け取っていません。この応援金を受け取れま

すか。

営業時間短縮等要請の対象店舗は、この応

援金を受け取ることはできません。
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【中小企業について】

６ 個人事業主とはどのような概念ですか。 税務署に開業届を提出している事業者で

す。

７ フランチャイズ店の場合は誰が受け取るこ

とはできますか？

加盟店（フランチャイジー）が申請者となり

ます。

８ 営業所は廿日市市にありますが，本社は広

島市にあります。この応援金を受け取れます

か。

申し訳ございません。本社所在地が廿日市

市内にある事業者に限らせていただいており

ます。

９ 廃業予定です。この応援金を受け取れます

か。

この応援金は、事業継続が前提となってい

ますので、廃業した事業者については、応援

金を受け取ることができません。

１０ 事業継続が前提となっているということ

は、この応援金を受け取ったら廃業できない

のですか。

応援金の目的は、頑張る中小企業を応援す

ることですので、事業継続していただきたい

と思っています。少なくとも、交付日時点で

は営業活動を行っていることが必要となりま

す。

１１ 中小企業基本法で定義する中小企業に，社

会福祉法人や医療法人は含まれますか。

今回の応援金に関しては，含まれます。社

会福祉法人に加え，医療法人，特定非営利活

動法人，一般社団法人，公益社団・財団法人，

学校法人，農事組合法人，農業法人，組合，有

限責任事業組合が含まれます。

１２ 大企業やみなし大企業は，この応援金を受

け取れますか。

中小企業基本法で定義する中小企業のみが

受け取ることができます。今回は，感染防止

に協力いただいたことに対しての支援という

性格ではなく，要請を受けて特に影響が大き

いと思われる中小事業者を応援する意味での

経済対策であるため，大企業，みなし大企業

は対象外としています。

１３ 地方自治体や公的機関の出資が入っている

企業は，この応援金を受け取れますか。

中小企業基本法で定義する中小企業であれ

ば，受け取ることができます。
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【売上について】

質問１４（Q） 令和2年12月～令和3年2月の売上が前年同月比△30％が要件となっていますが、

令和2年に開店したため、前年同月比較ができません。どの時期と比較すればいいですか。

回答１４（A）

【必要書類について】

【支給時期について】

開店日 基準月の売上 比較月の売上

令和2年1月2日から11月1日

の間

令和2年1月から12月までの

うち、最も売上が高い月の売

上

令和2年12月から令和3年２月

の売上のいずれか

令和2年11月2日から12月2日

の間

連続した15日の売上高×２

令和2年12月3日から令和3年

1月1日の間

金融機関や公的機関等に提出した事業計画の令和2年12月か

ら令和3年2月の売上

１５ 開業届を紛失しました。どうしたらよいで

すか。

開業届を提出した税務署に写しがある可能

性がありますので，税務署にご確認ください。

税務署にて閲覧いただき，写真を撮って提出

いただいても結構です。

１６ 確定申告書は別表を含めすべて提出が必要

ですか。

確定申告書は第１表（法人にあっては別表

１）をご提出ください。

１７ 振込先口座にゆうちょ銀行を指定できます

か。

指定できます。

１８ いつから支給されますか？ 書類審査等を経て，なるべく速やかに支給

を開始する予定ですが、審査状況によっては

遅れる場合があります。
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【その他】

１９ 国の持続化給付金等，他の給付金を受け取

っています。この応援金も受け取れますか。

受け取れます。

ただし、次の広島県の支援金・応援金（①②

③）を合わせて受け取ることはできません。

①広島県感染症拡大防止協力支援金（飲食事

業者）

②広島県頑張る飲食店応援金

③広島県頑張る飲食店納入事業者応援金

２０ 広島県の支援金・応援金と合わせて受け取

れますか。

次の広島県の制度（①②③）の対象事業者

は、廿日市市の応援金を合わせて受け取るこ

とはできません。

①広島県感染症拡大防止協力支援金（飲食事

業者）

②広島県頑張る飲食店応援金

③広島県頑張る飲食店納入事業者応援金

２１ 国の「緊急事態宣言の影響緩和に係る一時

応援金」を申請したいと思っています。

「新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金」を活用した協力金と合わせて受給

することはできないと聞きました。

この応援金は、「新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金」を活用しているの

ですか。

この応援金は、「新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金」を活用しています

が、国の「緊急事態宣言の影響緩和に係る一

時支援金」との併用は可能と解釈しています。

応援金に、国の一時支援金との併用を不可

とする要件はつけておりません。また、国の

資料によると、時短営業の要請を受けた協力

金の支給対象である飲食店、および、交付金

を活用した時短営業の要請に応じることに伴

う協力金の支給対象となっている飲食店は、

一時応援金の給付対象外とされております。

この応援金は、時短営業の要請は関係ありま

せん。

２２ この応援金は課税対象ですか。 補助金等は税法上収入として扱われるた

め，課税対象となります。


